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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第11期
第１四半期
連結累計期間

第12期
第１四半期
連結累計期間

第11期

会計期間
自 平成27年１月１日
至 平成27年３月31日

自 平成28年１月１日
至 平成28年３月31日

自 平成27年１月１日
至 平成27年12月31日

売上高 (千円) 1,257,803 2,149,463 7,448,181

経常利益 (千円) 163,971 754,356 2,054,476

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 140,336 556,995 1,829,801

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 151,640 △72,445 1,235,460

純資産額 (千円) 11,296,789 12,209,334 12,405,087

総資産額 (千円) 14,503,744 19,802,857 17,047,946

１株当たり四半期(当期)純利益
金額

(円) 9.90 39.20 129.04

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 9.78 37.21 124.16

自己資本比率 (％) 77.6 61.3 72.5
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３.「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結

累計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期(当期）純利益」としておりま

す。

 
２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであり

ます。

 

(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間の世界経済は、米国経済は順調に回復する一方、欧州経済は地政学的リスクがあり、

穏やかな回復に留まりました。中国においては景気減速が明らかとなり厳しい状況が続きました。以上により世界

経済全体では、穏やかに回復が継続しました。

　この様な状況の中、当社グループの主力事業であるリチウムイオン二次電池用セパレータ事業におきましては、

販売数量の拡大が続きました。市場全体の70％を占める民生用途では電池容量の拡大等を受け、販売数量は年間

10％程度で安定的に伸びております。30％を占める輸送用機器用途での販売数量は年間30％以上の顕著な伸びを示

しております。輸送用機器用途においては中国の電気自動車（EV）およびEVバスへの政策誘導による需要拡大が大

きく寄与しております。なお、日本、欧米におけるEV・ハイブリッドカー（HEV)の需要も拡大しておりますが、本

格的拡大には至っておらず更なる拡大が期待されております。

　これらを受け、セパレータ市場におきましては順調に需要が拡大しました。

　当社グループの主要販売地域である中国市場での売上は、当第１四半期連結累計期間は旧正月時期であり市場の

閑散期に当たるものの、1,239,748千円（前年同四半期比77.9％増）となりました。韓国での販売はLGグループへの

販売の増加が寄与、826,527千円（同160.7％増）となりました。一方、米国での販売は68,606千円（同71.6％減）

となりましたが、これは当社顧客の一時的な調整等によるものであります。なお日本の顧客向けには今後コーティ

ングタイプの出荷を開始、本年４月以降の拡大が期待されます。

　これらの要因により当第１四半期連結累計期間においては販売数量・販売単価とも順調に推移致しました。一方

営業利益においては、売上構成の質的改善および原価低減効果が想定を上回り、製造原価に影響する韓国ウォンの

対ドルレートが想定を上回るウォン安であったこともあり、営業利益率拡大に寄与致しました。

平均為替レートにつきましては、当第１四半期連結累計期間の対1米ドルが前年同四半期比で約3.94円円高の

115.21円、対1米ドルが前年同四半期比で101.18ウォンウォン安の1,201.44ウォン、対1,000ウォンでは前年同四半

期比で約12.4円円高の95.9円となりました。

　このような環境のもと、売上高は2,149,463千円と前年同四半期と比べ891,660千円（前年同四半期増減率

70.9％）の増収となりました。また、営業利益は812,244千円と前年同四半期と比べ654,455千円（同414.8％）の増

益、税金等調整前四半期純利益は754,356千円と前年同四半期と比べ590,385千円（同360.1％）の増益、親会社株主

に帰属する四半期純利益は556,995千円と前年同四半期と比べ416,658千円（同296.9％）の増益となりました。
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(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末における総資産につきましては19,802,857千円となり、前連結会計年度末に比べ

2,754,910千円増加しました。主な要因は以下のとおりであります。

（資産）

　流動資産につきましては7,739,351千円となり、前連結会計年度末に比べ1,299,597千円の増加となりました。こ

れは主として、現金及び預金の増加1,266,991千円、受取手形及び売掛金の減少176,599千円があったことによるも

のであります。固定資産につきましては12,063,505千円となり、前連結会計年度末に比べ1,455,313千円の増加とな

りました。これは主として、建設仮勘定の増加1,941,805千円、機械装置及び運搬具の減少532,315千円によるもの

であります。

（負債）

　負債につきましては7,593,522千円となり、前連結会計年度末に比べ2,950,663千円の増加となりました。流動負

債につきましては1,723,928千円となり、前連結会計年度末に比べ415,816千円の増加となりました。これは主とし

て、1年内返済予定の長期借入金の増加387,700千円によるものであります。固定負債につきましては5,869,593千円

となり、前連結会計年度末に比べ2,534,846千円の増加となりました。これは主として、長期借入金の増加

2,512,300千円によるものであります。

（純資産）

　純資産につきましては12,209,334千円となり、前連結会計年度末に比べ195,752千円の減少となりました。これは

主として、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上556,995千円、為替換算調整勘定の減少629,440千円によるも

のであります。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は49,879千円であります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 50,000,000

計 50,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成28年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成28年５月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 14,209,100 14,209,100
東京証券取引所
(市場第一部)

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準の株式でありま
す。
１単元の株式数は100株と
なっております。

計 14,209,100 14,209,100 ― ―
 

　（注）提出日現在発行数には、平成28年５月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権（ストック・

オプション）の行使により発行された株式数は含まれておりません。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

当第１四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

決議年月日 平成28年３月16日

新株予約権の数(個) 3,550（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 355,000（注）１

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1,700（注）２

新株予約権の行使期間 平成29年４月１日～平成33年３月31日

新株予約権の行使により株式を発行す
る場合の株式の発行価格及び資本組入
れ額(円)

発行価格　　1,747.81（注）３
資本組入額　874（注）５

新株予約権の行使の条件 （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、当社の取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

（注）５
 

(注) １. 新株予約権の目的である株式の種類及び数

新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各新株予約権の目的である株式の数（以下、「付

与株式数」という）は100株とする。

なお、付与株式数は、本新株予約権の割当日（平成28年３月31日）後、当社が株式分割（当社普通株式の無

償割当てを含む。以下、同じ。）又は株式併合を行う場合、次の算式により調整されるものとする。ただ
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し、かかる調整は、本新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数に

ついてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 株式分割又は株式併合の比率

また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割又は資本金の額の減少を行う場合その他これらの場

合に準じ付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、付与株式数は適切に調整されるものとする。

    ２. 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又は算定方法

各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、１株当たりの払込金額（以下、「行使価額」とい

う）に付与株式数を乗じた金額とする。

行使価額は、1,700円とする。当該行使価額は、平成27年１月１日から平成27年12月31日までの東京証券取引

所における当社終値の平均値（1,683.97円）をとり、その金額を参考に決定した。

なお、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整

し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

 
調整後行使価額

 
=

 
調整前行使価額

 
×

1

株式分割・併合の比率
 

また、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行又は自己株式の

処分を行う場合（新株予約権の行使に基づく新株の発行及び自己株式の処分並びに株式交換による自己株式

の移転の場合を除く。）、 次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

 
 
調整後行使価格　=

 
調整前

行使価格

 

 
 
 ×　

 
既発行株式数+

新規発行株式数×１株当たり払込金額

新規発行前の１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行株式数
 

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式に係る発行済株式総数から当社普通株式に係

る自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式に係る自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株

式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。

さらに、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、その他

これらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使価額の調

整を行うことができるものとする。

　　 ３. 発行価格は、新株予約権の行使時の払込金額と付与日における新株予約権の公正な評価単価を合算してい

る。

    ４. 新株予約権の行使の条件

① 新株予約権者は、平成28年12月期及び平成29年12月期の各事業年度にかかる当社が提出した有価証券報告

書に記載される監査済の当社連結損益計算書において、売上高と営業利益が次の各号に掲げる条件を満たし

ている場合に、割当てを受けた本新株予約権のうち当該各号に掲げる割合を限度として本新株予約権を行使

することができる。この場合において、かかる割合に基づき算出される行使可能な本新株予約権の個数につ

き１個未満の端数が生ずる場合には、かかる端数を切り捨てた個数の本新株予約権についてのみ行使するこ

とができるものとする。また、国際財務報告基準の適用等により参照すべき売上高と営業利益の概念に重要

な変更があった場合には、当社は、合理的な範囲内において、別途参照すべき指標を取締役会にて定めるも

のとする。

(a) 平成28年12月期の売上高が91百万米ドル以上且つ営業利益が2,100百万円以上の場合

新株予約権者が割当てを受けた本新株予約権の総数の２分の１を当該条件を満たした期の有価証券報告書の

提出日の翌月１日から行使することができる。

(b) 平成29年12月期の売上高が114百万米ドル以上且つ営業利益が2,340百万円以上の場合

新株予約権者が割当てを受けた本新株予約権の総数の２分の１を当該条件を満たした期の有価証券報告書の

提出日の翌月１日から行使することができる。

② 割当日から本新株予約権の行使期間が満了する日までの間に、いずれかの連続する5取引日において東京

証券取引所における当社普通株式の普通取引終値の平均値が一度でも取締役会前日終値に50％を乗じた価格

（１円未満切り上げ）を下回った場合、上記①の条件を満たしている場合でも、新株予約権者は、本新株予

約権を行使することはできないものとする。

③ 新株予約権者が割当てを受けた本新株予約権の総数の２分の１を当該条件を満たした期の有価証券報告書

の提出日の翌月１日から行使することができる。

④ 新株予約権者は、本新株予約権の権利行使時においても、当社または当社関係会社（財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則において規定される関係会社をいう。）の取締役、監査役または使用人であ

ることを要する。但し、任期満了による退任及び定年退職、その他正当な理由のある場合は、この限りでは

ない。

⑤ 新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

⑥ 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数を超過することとな

るときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。

⑦ 各本新株予約権の１個未満の行使を行うことはできない。

    ５. 組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）を行う場合において、組織再編行為の効力発生日に新
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株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以

下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。ただ

し、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分

割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

(2) 新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(3) 新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件を勘案の上、上記２に準じて決定する。

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案の上、上記

３で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額に、上記５.(3)に従って決定される当該新株予

約権の目的となる再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

(5) 新株予約権を行使することができる期間

行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、いずれか遅い日から行使期間の末日までとする。

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

① 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１

項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とする。計算の結果１円未満の端数が生じたとき

は、その端数を切り上げるものとする。

② 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本金

等増加限度額から、上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとする。

(8) その他新株予約権の行使の条件

上記４に準じて決定する。

(9) 新株予約権の取得事由及び条件

① 当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割についての分割契約若しくは分割計画、

又は当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画について株主総会の承認（株主総会の承認

を要しない場合には取締役会決議）がなされた場合は、当社は、当社取締役会が別途定める日の到来をもっ

て、本新株予約権の全部を無償で取得することができる。

② 新株予約権者が権利行使をする前に、上記４に定める規定により本新株予約権の行使ができなくなった場

合は、当社は本新株予約権を無償で取得することができる。

(10) その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成28年１月１日～
平成28年３月31日
(注)

2,500 14,209,100 1,000 4,132,720 1,000 4,078,720

 

(注)  新株予約権の行使による増加であります。

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、該当事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成28年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式     

      14,206,000
142,060　

完全議決権株式であり、権利内容に
何ら限定のない当社における標準の
株式であります。
１単元の株式数は100株となってお
ります。

単元未満株式
普通株式　　　　
          3,100

― ―

発行済株式総数 14,209,100 ― ―

総株主の議決権 ― 142,060　 ―
 

 

② 【自己株式等】

平成28年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―
 

　（注）当社は、単元株以上の自己株式は保有しておりませんが、単元未満の自己株式90株を保有しております。

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成28年１月１日から平成

28年３月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成28年１月１日から平成28年３月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人の四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成27年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成28年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 3,948,636 5,215,627

  受取手形及び売掛金 1,546,383 1,369,783

  商品及び製品 530,828 633,069

  原材料及び貯蔵品 197,071 204,579

  その他 216,834 316,290

  流動資産合計 6,439,754 7,739,351

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 2,161,205 2,275,368

    減価償却累計額 △370,539 △371,803

    建物及び構築物（純額） 1,790,665 1,903,564

   機械装置及び運搬具 10,066,876 9,570,322

    減価償却累計額 △3,673,481 △3,709,243

    機械装置及び運搬具（純額） 6,393,394 5,861,078

   建設仮勘定 2,077,069 4,018,874

   その他 194,201 204,379

    減価償却累計額 △126,720 △127,397

    その他（純額） 67,481 76,981

   有形固定資産合計 10,328,610 11,860,499

  無形固定資産   

   その他 61,297 55,752

   無形固定資産合計 61,297 55,752

  投資その他の資産   

   繰延税金資産 197,633 125,563

   その他 20,650 21,689

   投資その他の資産合計 218,284 147,253

  固定資産合計 10,608,192 12,063,505

 資産合計 17,047,946 19,802,857
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成27年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成28年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 57,679 60,292

  短期借入金 100,000 100,000

  1年内返済予定の長期借入金 287,700 675,400

  未払金 483,277 504,060

  未払法人税等 226,746 241,133

  繰延税金負債 38,942 45,405

  その他 113,766 97,636

  流動負債合計 1,308,112 1,723,928

 固定負債   

  長期借入金 3,112,300 5,624,600

  退職給付に係る負債 104,571 123,980

  繰延税金負債 92 68

  その他 117,783 120,944

  固定負債合計 3,334,747 5,869,593

 負債合計 4,642,859 7,593,522

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 4,131,720 4,132,720

  資本剰余金 4,077,720 4,078,720

  利益剰余金 2,328,962 2,743,892

  自己株式 △72 △286

  株主資本合計 10,538,330 10,955,045

 その他の包括利益累計額   

  為替換算調整勘定 1,821,756 1,192,316

  その他の包括利益累計額合計 1,821,756 1,192,316

 新株予約権 45,000 61,972

 純資産合計 12,405,087 12,209,334

負債純資産合計 17,047,946 19,802,857
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

　【四半期連結損益計算書】

 【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
　至 平成27年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年１月１日
　至 平成28年３月31日)

売上高 1,257,803 2,149,463

売上原価 887,070 1,083,645

売上総利益 370,732 1,065,818

販売費及び一般管理費 212,943 253,573

営業利益 157,789 812,244

営業外収益   

 受取利息 534 1,433

 為替差益 6,236 -

 助成金収入 - 57,766

 その他 3,366 797

 営業外収益合計 10,137 59,997

営業外費用   

 支払利息 3,955 8,575

 為替差損 - 104,557

 支払手数料 - 3,953

 その他 - 798

 営業外費用合計 3,955 117,885

経常利益 163,971 754,356

税金等調整前四半期純利益 163,971 754,356

法人税等 23,634 197,361

四半期純利益 140,336 556,995

非支配株主に帰属する四半期純利益 - -

親会社株主に帰属する四半期純利益 140,336 556,995
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　【四半期連結包括利益計算書】

 【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
　至 平成27年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年１月１日
　至 平成28年３月31日)

四半期純利益 140,336 556,995

その他の包括利益   

 為替換算調整勘定 11,303 △629,440

 その他の包括利益合計 11,303 △629,440

四半期包括利益 151,640 △72,445

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 151,640 △72,445

 非支配株主に係る四半期包括利益 - -
 

EDINET提出書類

ダブル・スコープ株式会社(E26082)

四半期報告書

13/18



【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

(会計方針の変更等)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年１月１日 至 平成28年３月31日)

（会計方針の変更）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　

平成25年９月13日）等を、当第１四半期連結会計期間から適用し、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持

分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結

累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。
 

 

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 
当第１四半期連結累計期間

(自 平成28年１月１日 至 平成28年３月31日)

１．税金費用の計算 当連結会計年度の税金等調整前四半期純利益に対する税効果会計適用後の

実効税率を合理的に見積り、税金等調整前四半期純利益に当該見積実効税率

を乗じて計算する方法を採用しております。

なお、見積実効税率を合理的に見積もれない場合、税金計算については年

度決算と同様の方法により計算し、繰延税金資産及び繰延税金負債について

は回収可能性等を検討した上で四半期連結貸借対照表に計上しております。
 

 

(追加情報)

　（表示方法の変更）

　従来、「営業外収益」に表示していた「作業くず売却益」は、近年の生産量の増大により発生金額が増加してきた

ことに加え、今後もライン増設により作業くずの増加が見込まれ、作業くずの売却を含め原価を管理する体制へと移

行していることから、これを適切に財務諸表に反映させるために当第１四半期連結累計期間より「売上原価」から控

除して表示することに変更しております。

　この結果、前第１四半期連結累計期間の四半期連結損益計算書において、「営業外収益」の「作業くず売却益」に

表示していた16,787千円につきましては、「売上原価」から控除して表示しております。

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期

連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

　

 
前第１四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
至 平成27年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年１月１日
至 平成28年３月31日)

減価償却費 194,164千円 250,231千円
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(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 平成27年１月１日 至 平成27年３月31日)

１　配当金支払額

該当事項はありません。

 

２　基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

当第１四半期連結累計期間(自 平成28年１月１日 至 平成28年３月31日)

１　配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成28年３月23日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 142 10 平成27年12月31日 平成28年３月24日
 

　(注) １株当たり配当額10円には、創立10周年記念配当5円を含んでおります。

 
２　基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

 当社及び連結子会社は、リチウムイオン二次電池用セパレータ事業の単一セグメントであります。従いまして、

開示対象となるセグメントはありませんので、記載を省略しております。

 

(金融商品関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
至 平成27年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年１月１日
至 平成28年３月31日)

(1) １株当たり四半期純利益金
額　　　　　　　　　　　

 9円90銭  39円20銭

    (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 140,336 556,995

   普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

   普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(千円)

140,336 556,995

    普通株式の期中平均株式数(株) 14,171,600 14,207,519

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 9円78銭 37円21銭

    (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(千円) ― ―

    普通株式増加数(株) 171,848 759,746

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

 

 

(重要な後発事象)

　　該当事項はありません。

 
２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成28年５月12日

ダブル・スコープ株式会社

取締役会  御中

 

有限責任 あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   浅   野   俊　　治   ㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   川   口   靖   仁   ㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているダブル・スコー

プ株式会社の平成28年１月１日から平成28年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成28年１月１日

から平成28年３月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成28年１月１日から平成28年３月31日まで)に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について

四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ダブル・スコープ株式会社及び連結子会社の平成28年３月31日現

在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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